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【指標】
　販売農業経営体における平均販売金額
　　現状値　11,563千円（令和5年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　➡　目標値　15,108千円（令和12年度）

　販売農業経営体における年間販売金額1,000万円以上の農業経営体数割合
　　現状値　15.3％（令和6年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　➡　目標値　20.2％（令和12年度）

　本県は、内陸性の太平洋側気候により温暖で自然災害が比較的少ないという自然条件や、
大消費地である首都圏に位置する「地の利」を生かし、野菜や花きなどを中心に全国でも
有数の産地を形成してきました。例えば、「さといも」、「ねぎ」、「パンジー」などの品目
が産地を形成し、全国1位の産出額を誇っています。あわせて、県土の3分の1を占める
森林においては、江戸時代から続く「西川林業地」をはじめ、県西部の山地や丘陵におい
て植林を進めてきた結果、現在、その多くが木材として利用できる林齢に達しています。

　近年では、令和5年に「比企丘陵の天水を利用した谷津沼農業システム」が日本農業遺
産に、「武蔵野の落ち葉堆肥農法」が世界農業遺産に認定されたほか、県育成品種のいちご、
梨が全国的な賞を連続受賞するなど、本県農業が全国的に注目を浴び、高い評価を受けて
います。
　くわえて、令和7年5月25日には本県では66年ぶりとなる「全国植樹祭」を開催し、
本県の農林水産物の魅力と併せて、本格的な利用期を迎える人工林の積極的な活用による
森林資源の循環利用を目指す「活樹」を全国に発信することができました。
　こうした状況は、本県農林水産業に新たな「追い風」が吹いている、と言えます。

　また、本県農業のデータを見ても、年間の新規就農者数が10年前から1割以上増加し、
近年では毎年300人を超える人数が本県に就農しています。さらに、異業種からの農業
参入を含め、県内の農業法人数は増加し続けています。その経営規模は徐々に大規模化が
進んでおり、100ha以上の経営耕地面積を持つ団体経営体は平成27年から令和2年まで
の間で1.4倍に増加しており、今後の本県農業の中核となる担い手として活躍が期待され
ます。

　一方、農業経営体数及び林業従事者数は年々減少が続くとともに、特に農業分野では高
齢化も顕著であり、担い手の確保は十分ではないと言えます。また、生産資材価格の高騰、
自然災害の頻発・激甚化、病害虫や家畜伝染病の発生など、農林漁業経営の持続性に関わ
るリスクも顕在化しています。林業分野でも、森林資源が充実する一方で、低迷する木材
価格や、木材需要に対応した生産性向上、供給体制の構築などの課題が存在します。

1 基本的な考え方
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　県ではこれまでも、前計画において指標を定め各種施策に取り組んできましたが、その
うち例えば農業者の平均所得の目標については、一定の改善はされているものの、経営コ
ストの増が農業産出額の増を上回り、目標が目指す水準の達成には至っていません。
　本計画においては、大消費地に近接するという本県の特徴や、本県農林水産業に吹く追
い風を生かしつつ、深刻化する課題に対応し、条例に規定する基本理念に即した計画の将
来像の実現を図っていくことが必要です。

　そこで、本計画では、“もうかる”農林水産業の実現を通じて、産業競争力の強化や、
高収益・安定的で持続的な経営の確立を目指すこととし、具体的には、高収益化の源であ
る「ニーズに応じた農林水産物の供給と高付加価値化の推進」（第Ⅳ章2）にはじまり、「イ
ノベーションの促進」（同章3）、「優良農地の確保及び有効利用」（同章4）及び「生産基盤
の整備」（同章5）を通じて生産性向上を図るとともに、「経営力の向上と多様な担い手の
育成及び確保」（同章6）を通じて経営力の強化及び地域営農体制の確保を図ることとしま
した。また、激甚化・頻発化する自然災害等のリスクに対応し収益を確保するための取組
（同章7）も講じていきます。

　他方で、本県農林水産業を持続的なものとするためには、産業面のみならず、地球環境
に及ぼす負荷の低減を図ることのほか、消費地と産地が近接するという本県の特徴を踏ま
えつつ、食料供給以外に農林水産業が有する多様な機能・役割の発揮を通じて、消費者・
都市に支えられた農林水産業・農山村の振興を図っていくことも重要となります。
　そこで、「農山村振興と住民の多様な関わり創出」（同章8）や新設項目である「環境負
荷低減の推進と多面的機能の発揮」（同章9）を通じて、産業と生活が“つながる”、そし
て将来に“つながる”農林水産業・農山村の実現を目指します。

　なお、本県農林水産業において、大小の経営体がそれぞれの特徴を生かし地域の担い手
として活躍している実態を踏まえ、将来像の実現に向けて必要な施策について、経営規模
の大小に関わらず全ての意欲ある農林漁業者に展開していきます。

　以上により本県農林水産業の振興を図るという基本的な考え方の下、以下、今後5年間
の取組の展開方向を定めました。
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　消費者や実需者のニーズに応じた良質かつ安全な農林水産物の供給を実現するため、県
産農産物の高付加価値化、生産性の向上を推進し、生産、流通、販売等の体制を整備しま
す。あわせて、安全管理を通じて消費者の信頼確保を図ります。また、県産農産物を購入
する場の拡大等を通じて、地産地消を促進します。

【指標】
　需要に応じた野菜の作付拡大面積
　　1,000ha（令和8～12年度）

　契約野菜対応型野菜産地育成数
　　30産地（令和8～12年度）

　新たに農業の6次産業化により開発された商品数
　　250品目（令和8～12年度）

　森林の整備面積
　　12,500ha（令和8～12年度）

　施業のため集約化・団地化する森林面積
　　現状値　24,401ha（令和6年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　➡　目標値　29,000ha（令和12年度）

　県産木材の供給量
　　現状値　87,000㎥／年間（令和6年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　➡　目標値　137,000㎥／年間（令和12年度）

　県産農産物コーナー新規設置店舗数
　　125店舗（令和8～12年度）

　県産木材を利用した公共施設数
　　現状値　1,356施設（令和6年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　➡　目標値　1,720施設（令和12年度）

2 ニーズに応じた農林水産物の供給と
高付加価値化の推進
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（1）生産、流通、販売等の体制の整備

　ア　農業の分野ごとの施策
＜目指す方向1：米の振興＞
　実需者ニーズに的確に対応した米の食味や品質の向上を促進するとともに、気候変動へ
の対応や生産性向上に向けた取組を行い、生産者の経営安定と収益向上を図ります。
＜取組の内容＞
①良食味で病害虫抵抗性があり、高温耐性を持つ「彩のきずな」や、「えみほころ」等の

導入を推進します。また、気候変動に対応した高温対策技術や、品種ごとの特性を踏ま
えた適正な栽培管理の徹底を推進し、品質・収量の安定を確保します。

②県産米ブランドの強化・定着のため「えみほころ」の高品質・良食味米生産技術を開発
し、生産現場へ普及します。

③農地中間管理事業などを活用し、地域の水田農業を支える担い手への農地の集積・集約
化を図るとともに、ほ場条件の改善と作業の効率化を進めます。

④水田農業経営の大規模化を促進するとともに、ドローン、ＧＮＳＳを活用した自動操舵
などの先進技術、省力・多収生産技術の導入を進め、生産コスト低減を図ります。また、
既存の共同利用施設の計画的な再編・集約や合理化に向けた取組を推進します。

⑤需要に応じた主食用米の生産に加え、米粉用米などの新規需要米や加工用米、酒造好適
米の需要に応じた生産、輸出用米の取組を促進するなど、水田農業経営の安定化を図り
ます。

⑥農業共済、収入保険等の水田農業経営に対するセーフティネットへの加入を促進すると
ともに、経営所得安定対策等の制度に関する情報など生産者が必要とする情報を発信し
ます。

⑦需要に応じた主食用米の生産や経営所得安定対策等の制度を推進する一方、近年の米価
高騰を踏まえた国の水田政策の方向性を注視し、多収性品種の導入など、県としての取
組を検討します。

⑧集落営農組織や多面的機能維持活動組織等への支援により、地域の水田農業の環境保全
に努めます。

⑨種子の安定生産のため、老朽化した機械・施設の再整備など、種子生産の継続に必要な
環境の再構築を支援します。

県育成品種「えみほころ」県育成品種「彩のきずな」
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③先進技術・省力化技術の導入や農地の集積・
集約化や団地化を促進するとともに、経営所
得安定対策等交付金を活用した水田における
二毛作等を推進します。

④種子の安定生産のため、老朽化した機械・施
設の再整備など、種子生産の継続に必要な環
境の再構築を支援します。

⑤令和9年度からの国の水田政策の見直しを踏
まえて、県としての取組を検討します。

③生産者と実需者が連携し、在来大豆等も含め
た県産大豆の需要に応じた生産に取り組む産
地を支援します。

④種子の安定生産のため、老朽化した機械・施
設の再整備など、種子生産の継続に必要な環
境の再構築を支援します。また、種子産地の
面積拡大や生産性向上等に取り組み、需要に
応じた種子の確保を図ります。

⑤令和9年度からの国の水田政策の見直しを踏
まえて、県としての取組を検討します。

＜目指す方向2：麦の振興＞
　実需者ニーズに対応した品種への誘導や、基本技術の励行により、安定生産を推進し、
水田農業経営の安定化を図ります。
＜取組の内容＞
①実需者の求める特性や用途に対応した品種への誘導を行うとともに、求められる生産量

が供給できるよう、単収の向上と作付面積の確保を図ります。
②高品質・安定生産のため、排水対策の徹底や品種特性を踏まえた基本技術の励行を促進

します。

＜目指す方向3：大豆の振興＞
　実需者ニーズに対応した高品質な大豆の生産を促進します。また、在来品種など地域の
特色ある大豆について、加工業者や販売業者との連携を図りつつ、需要に応じた生産を進
めます。
＜取組の内容＞
①実需者が求める安定した生産量・品質を確保するため、排水対策や病害虫防除などの基

本技術の励行を促進するとともに、先進技術を活用した省力・低コスト技術の普及を推
進します。また、新品種の導入や生産性向上に向けた取組を推進します。

②生産性向上のためほ場の団地化を促進するとともに、経営所得安定対策を推進し、生産
者の安定的な経営を支援します。

小麦「さとのそら」

大豆「里のほほえみ」
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＜目指す方向4：野菜の振興＞
　生産者数の大幅な減少が見込まれる中、野菜の供給体制の維持・向上のため、規模拡大
意向のある経営体への支援や、スマート農業技術の導入の推進により、生産拡大や生産性
向上を図ります。また、生産コストの上昇が続く中、価格転嫁しやすく、実需者ニーズに
も対応可能な契約取引の拡大を推進します。
　さらに、高温対策への支援や県育成品種などの生産強化・品質維持のための活動、水田
における野菜生産の拡大推進等を通じて、収益性の高い産地づくりを進めます。
＜取組の内容＞
①産地の核となる経営体を育成するため、栽培管理や収穫・調製・出荷作業の省力化につ

ながる機械・施設の導入を支援し、規模拡大を推進します。
②新たに開発された高性能機械や、環境制御技術、各種作業の自動化システム等のスマー

ト農業技術の導入を推進します。あわせて、施設野菜では、次世代施設園芸のモデル拠
点で得られた実証成果の普及等も行い、各品目の収穫量向上や作業の省力化につなげま
す。また、作業の省力化や雇用労力の活用体制の整備等の規模拡大に向けた環境整備を
支援します。

③コストの増を価格に転嫁しやすく、食品企業等の求める定時・定量・定価格の取引にも
対応可能な契約栽培を行う産地を育成するため、契約取引に関する知識・ノウハウの普
及に努めるとともに、加工・業務用等に求められる簡素化規格や納入形態等への対応の
ために産地が行う流通体制の整備を支援します。

④共同利用出荷場の集約・合理化や、パッキング等の新たな機能を備えた出荷場の整備を
進めます。社会全体における人手不足の中、流通の合理化や、調製作業の外部化を図る
仕組みづくりを進め、生産基盤を強化します。

⑤近年の課題となっている夏季高温及び高温期間の長期化に対応するため、高温耐性のあ
る品種への誘導、需要動向を踏まえた作型の見直しの支援、収益性向上に資する高温対
策設備の導入の支援などを実施します。

⑥消費者や実需者のニーズに応じ、特徴のある品種や需要のある品目の供給体制の強化に
努め、信頼される産地づくりを進めます。

⑦野菜生産者の所得確保と野菜供給の安定化を図るため、野菜価格安定対策を実施します。
また、燃料価格高騰への対応として施設園芸等燃料価格高騰対策への加入を推進します。

⑧野菜の生産性を向上させるための畑地かんがい施設の整備や、水田の汎用化を図り野菜
を導入するための基盤整備を行い、整備したほ場での野菜への品目転換とさらなる生産
拡大を促進します。

⑨県育成いちご品種については、そのブランド価値を維持するため、食味会の開催や糖度
測定に基づく栽培指導など、食味の向上を目指す運動を進めます。

いちご さといも
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＜目指す方向5：果樹の振興＞
　気候変動や病害虫などの外的要因に対応した産地づくり、優良品種への転換、省力化技
術の導入による生産性向上、新たな担い手の育成、品種のリレーによる安定供給の促進等
を通じて、産地の維持・強化を図ります。また、消費者ニーズを的確に捉え、付加価値を
高めた製品の開発や観光果樹産地の育成を図ります。
＜取組の内容＞
①気候変動や気象災害、病害虫などの外部要因に対し、栽培講習会やホームページ等を活

用して対応策を周知し、産地づくりを支援します。
②新植・改植により需要を踏まえた品種転換を促進します。
③省力化樹形や省力化機械の導入による生産性の向上を図ります。
④新規品目については、需要を踏まえ戦略的に導入を促進するとともに、特色ある産地が

形成された品目については、生産技術の向上を図り、産地の維持発展を促進します。
⑤果樹産地の維持・存続に向け産地ごとに具体的な目標を定めた産地計画に基づき、新た

な担い手の育成研修や農地中間管理事業等の活用により、優良園地を次世代へ引き継ぐ
仕組みづくりを推進します。

⑥品種のリレーにより出荷期間の拡大を図り、安定的な供給により産地ブランドの更なる
強化を進めます。

⑦高付加価値化と周年販売につながる加工品の開発を促進します。
⑧高品質な贈答用果実から日常消費まで、幅広い消費者ニーズに対応した販売を促進しま

す。
⑨多品種・多品目栽培により、年間を通じて集客できる魅力のある観光果樹の産地づくり

を促進します。
⑩県育成梨品種については、出荷される果実が一定以上の品質を確保し、そのブランド価

値を維持できるようにするため、農業者団体と連携し、重さや糖度の基準の遵守を促進
します。

県育成梨品種「彩玉」

第Ⅳ章　取組の展開方向

52



＜目指す方向6：花植木の振興＞
　生産・物流におけるコスト低減を図るとともに、生産者や関係団体と連携して実需者か
ら求められる商品の開発や販路の開拓を進め、商品力のある花植木産地の確立を図ります。
＜取組の内容＞
①高温期に対応するため、栽培管理や鮮度保持等の技術開発や新品目・新品種の導入を支

援し、生産安定と収益性の向上につなげます。
②物流の人手不足に対応するため、新たな集荷拠点の設置の検討等、物流の効率化に向け

た取組を支援し、花植木流通の安定とコスト低減を図ります。
③燃料価格高騰への対応として施設園芸等燃料価格高騰対策への加入を推進します。
④日常生活における花植木の利用を促進するとともに、成人式や卒業式などの若年層が関

わる場面を活用した花植木の新たな文化の創出を推進します。
⑤花植木関係団体と連携し、県産花植木の品質や商品性を直接買参人等に情報提供する花

植木商談会の開催を支援します。また、花植木産業が一体となった情報交換を進め、実
需者等のニーズに合致する商品や産地情報等の発信などにより、業務需要の確保を促進
します。

⑥国際園芸博覧会や関東東海花の展覧会等の多くの消費者が集まる機会において、県産花
植木の魅力をＰＲすることにより、認知度向上と需要喚起を図ります。

＜目指す方向7：茶の振興＞
　本県の気候風土に適した品種や高性能機械等の導入によって、生産性や品質の向上を図
り、本県茶業の特徴である自園・自製・自販の強みを生かした収益性の高い茶業経営の確
立を促進します。また、消費者ニーズを捉えた魅力ある商品の製造・販売を促進するとと
もに、狭山茶のブランド力の更なる向上を図ります。
＜取組の内容＞
①本県の気候風土に適した多様な茶の品種の導入を促進するため、茶苗木の安定的な生産

供給体制を整備します。また、県育成新品種の「おくはるか」や「さやまあかり」など
の栽培方法や加工適性に関する情報提供を行います。

パンジー
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②作業労力の低減など生産性の向上に向けて、農地中間管理事業や作業受委託による茶園
の集約化及び高性能機械等の導入を促進します。

③安全・安心な茶生産の促進に向けて、みどりの食料システム戦略やＩＰＭ技術等を活用
した持続的な狭山茶生産体系の確立、ＧＡＰの取組を促進します。

④県育成品種の特性を生かした和紅茶やほうじ茶、食品加工原料としてのニーズも高い抹
茶・粉末茶など、魅力ある商品の製造・販売を促進します。また、高度な製茶技術の継
承と狭山茶ブランド力の向上に向けて、生産者団体が行う製茶品評会や手もみ茶保存の
活動を支援します。

＜目指す方向8：地域特産物の振興＞
　養蚕、こんにゃくなど地域文化に根差した地域特産物の生産を継続するための取組によ
り、産地体制を維持します。
＜取組の内容＞
①養蚕については、製糸業者や織物業者など関係業界と連携して養蚕農家の手取り単価を

維持し、経営安定を図ります。
②こんにゃくについては、巡回指導などにより栽培技術の高位平準化を図るとともに、新

たな加工品の開発などを促進します。

チャの葉

第Ⅳ章　取組の展開方向

54



＜目指す方向9：畜産の振興＞
　ＩＣＴ等を活用したスマート畜産による省力化、優良家畜の確保、ブランド化による高
付加価値畜産物の生産、自給飼料の増産等の促進により、畜産の生産性向上や経営安定化
を図ります。
＜取組の内容＞
①施設整備やＩＣＴ技術の導入を畜産クラスター事業等により支援し、家畜の飼養管理の

効率化や生産性の向上を図ります。また、畜産クラスター協議会の目標達成の進捗確認
により、地域一体となった収益性の向上に向けた取組を支援します。

②施設・機械の導入支援とともに、酪農ヘルパーの利用促進により、畜産における労働環
境の改善を図ります。

③性判別精液を利用した優良な乳用後継牛を確保する取組を支援するとともに、育成牧場
である秩父高原牧場を生かし、県内で後継牛が確保できる取組を推進します。また、優
良な遺伝資源を持つ受精卵を確保し、秩父高原牧場における和牛子牛の生産供給を強化
することにより、埼玉県産和牛の増頭を図ります。

　さらに、県産和牛のブランド化に向けた差別化要因の検討を進めます。
④豚凍結精液による人工授精の推進により、養豚の生産性向上を図ります。
⑤彩の国地鶏タマシャモから作出した卵肉兼用鶏のブランド化を進め、生産振興と消費拡

大を図ります。
⑥飼料価格の高騰に対応するため、国の事業等を活用した自給飼料の作付拡大や、耕種農

家とのマッチングによる飼料用米や飼料用稲の生産・利用の拡大を支援します。また、
良質な堆肥を生産するための施設や機械の整備を支援するとともに、耕種農家での利用
拡大を促進します。

⑦畜産経営安定対策制度への加入を促進するとともに、生産者積立金への助成により経営
安定を図ります。

⑧はちみつの安定生産のため、蜂群配置の調整を行い、蜜源の確保や感染症予防対策など
の飼養衛生管理技術の向上を支援します。

カイコの幼虫 繭玉・シルク
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県オリジナル卵肉兼用鶏「タマシャモレッド」

⑨畜産物の価格転嫁については、合理的な費用を考慮した価格形成に向けた新たな仕組み
の動向を注視し、ふれあい牧場や各種農業祭における県産畜産物の販売等で需要を喚起
し、消費拡大や畜産業に対する理解醸成を図ることで、実現に取り組みます。
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　イ　林業における施策
＜目指す方向1：皆伐・再造林システムの確立・普及＞
　森林を皆伐し、その跡地への植栽から保育までを確実
に実施する皆伐・再造林システムを確立・普及すること
により、森林の循環利用を進め、森の若返りを図ります。
＜取組の内容＞
①伐採者と造林者との連携強化を支援し、効率的な伐採

・搬出作業と伐採後の確実な植栽を促進します。
②伐採から地

じごしらえ

拵・植栽・鳥獣害対策を一貫して作業し、
その後の下刈などの保育を確実に実施するシステムの
確立・普及を図ります。

③事業の効率化や低コスト化が見込める地域について
は、県営林・公社営林を中心にその周辺森林と共同の
施業団地を設定し、路網の整備や利用、森林施業を連
携して行い、収益の向上を図ります。 皆伐・再造林後の山肌

＜目指す方向2：森林施業の集約化・団地化の促進＞
　伐採のロットを確保して効率的な森林整備や木材生産を行うため、森林整備・木材販売
方法の提案による森林所有者の経営意欲の喚起を図るとともに、森林計画制度や森林経営
管理制度を活用し、森林施業の集約化・団地化を促進します。
＜取組の内容＞
①林業経営体が行う施業の集約化・団地化を促進する人材の育成を支援します。
②森林組合などが行う森林境界の明確化を市町村による地籍調査等と連携しながら支援

し、円滑かつ計画的な森林整備を
促進します。

③森林所有者や所在地、樹種、林齢
など森林簿等にある森林資源情報
の精度向上を推進します。

④森林経営管理制度を活用し、市町
村が単独で進めるだけではなく、
県や森林所有者など地域の関係者
も含めて森林の「将来像」を話し
合うことなどにより、林業経営体
への森林施業の集約化を促進しま
す。 森林作業道
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＜目指す方向3：高性能林業機械システムの普及＞
　高性能林業機械の導入による低コスト伐採・搬出システムを普及拡大することにより、
外国産木材との価格競争ができ、山元への利益還元にも資する効率的な木材生産体制の整
備を促進します。
＜取組の内容＞
①林業経営体による高性能林業機械の導入を支援し、機械化による生産性の向上を図りま

す。
②高性能林業機械を扱う技術者の育成を推進し、伐採・搬出を行う作業班の能力向上を図

ります。
③現地の地形に応じた低コスト伐採・搬出システムの普及を推進します。
④木材による販売収益の向上を図るため、販売価格が最大となるよう市場価格に対して最

適な採材ができる機械の導入を推進します。

高性能林業機械

＜目指す方向4：優良・少花粉苗木生産体制の確立＞
　再造林に必要な苗木の確保及び花粉発生源対策のため、成長や形質に優れ、花粉の発生
量が通常の品種に比べ1％以下のスギやヒノキの優良・少花粉品種の導入を推進します。
＜取組の内容＞
①優良で少花粉なスギ・ヒノキ品種の採種園を整備します。また、林業用種子の不作や発

芽率の低下といった課題に対し、害虫防除技術等の研究を進め、種子の生産体制を更に
強化します。

②苗木生産者に対して優良・少花粉品種の種子を提供するとともに、健全な苗木生産に向
けた技術指導や後継者育成など、総合的
な生産体制整備を支援します。

③少花粉スギ・ヒノキのコンテナ苗につい
て技術開発や生産体制の整備を支援し、
苗木の生産性向上や植栽コストの低減を
図ります。

④将来的な伐採・造林計画により、種子や
苗木が安定的に生産できるよう、適正な
需給調整を行います。

少花粉スギの栽培
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＜目指す方向5：きのこ等特用林産物の振興＞
　きのこ等特用林産物の生産振興を図るため、ブランド化や生産・流通システムの整備を
促進します。
＜取組の内容＞
①新鮮でおいしいなど地場産の特用林産物のＰＲとブランド化を促進します。
②直販の拡大や大手小売店との連携など流通体制の整備を促進します。
③生産者に対し特用林産物に関する相談対応や情報提供を実施するとともに、後継者の育

成を支援します。

きのこ栽培
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　ウ　水産業における施策
＜目指す方向：水産業の振興＞
　新たに開発・改良された養殖技術の導入による生産拡大と実需者ニーズに対応した供給
体制の確立を図るとともに、多様な販売ルートの確保を促進します。
＜取組の内容＞
①子持ちホンモロコや耐病系キンギョなど、新たに開発された養殖技術の導入により、技

術の高位平準化や養殖品目の拡大を図ります。
②関係団体と生産者間で市場情報の共有化を更に進め、実需者ニーズに対応した安定した

出荷のための技術講習等を行います。
③食用魚について、庭先販売のほか、道の駅や農産物直売所を活用した販売を促進します。
④養殖業者の特色ある水産物のブランド力の向上を支援し、商品の差別化を促進します。
⑤食用魚・観賞魚ともに新規就業者の確保のための就業支援、省力化に向けた技術開発を

行います。
⑥ワカサギについて、種苗の安定供給に向けた生産方法を開発します。

ホンモロコ
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　エ　農林水産物の流通の合理化・効率化
＜目指す方向1：農水産物の流通システムの合理化＞
　県内の卸売市場で取り扱う農水産物を高品質で鮮度を保持したまま流通できる効率的な
体制づくりを支援するとともに、農水産物の県内流通を拡大する取組を支援します。
＜取組の内容＞
①多様な品揃えや安定した集荷など、市場の持つ機能を有効に発揮できるよう、卸売市場

関係者等を対象とした会議や研修会を開催し、県内卸売市場間の連携を促進します。
②実需者ニーズに対応した産地づくりや、県内産地育成に向けた産地との意見交換や取引

推進、新鮮で安心な農水産物を短時間で効率的に地域に供給する流通システムの構築な
ど、卸売市場のコーディネート機能と地域の特色を生かした取組を支援します。

③取引情報の電子化など、情報通信技術の活用による市場運営の効率化、物流問題に対応
するための流通業務の効率化等の取組を促進します。

④鮮度保持のための施設整備によるコールドチェーン化や品質・衛生管理の徹底など、食
品の品質向上や安全・安心の確保に資する取組を支援します。

⑤加工設備やパッケージ設備の整備等、卸売市場の付加機能を充実させるための取組を支
援します。

⑥卸売市場の付加価値向上と食文化の維持・発展を図るため、イベントや市場見学会等の
消費者との交流や食育に関する取組、スーパーなどの小売業者といった市場外の事業者
との連携強化の取組など、卸売市場の多様な取組を支援します。

⑦食品廃棄物や二酸化炭素の排出削減、包装容器等のリサイクルなど、各卸売市場におけ
る環境負荷低減の取組を促進します。 

＜目指す方向2：木材の生産・加工・流通体制の整備＞
　木材の品質向上を推進するとともに、消費者に「必要な時」に、「必要な材」を、「必要
な量」提供できる供給体制をつくります。
＜取組の内容＞
①加工される木材の品質や生産性が高い木材加工施設の整備を支援します。
②木材の品質を確保するため、強度や含水率の規格に適合したＪＡＳ構造材などの県産木

材の供給体制をつくります。
③中間土場などを活用した工場直送などの流通体制づくりや、流通施設の整備を支援しま

す。
④違法に伐採された木材は使用しないという基本的な考え方に基づき、森林認証材や森林

経営計画に基づき伐採された県産木材の使用を促進します。
⑤川上から川中、川下までの木材関連事業者が需給情報を共有し、必要な時期に必要な量

の県産木材が供給できる新たな流通体制の整備を進めます。
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　オ　農林水産物の需要拡大
＜目指す方向1：農産物のブランド化・販売促進＞
　県育成品種など県産農産物の持つ特長を生かし、一層のブランド化を推進するとともに、
首都圏に位置する立地優位性を生かし、首都圏マーケットにおける販売促進・販路拡大を
図ります。
＜取組の内容＞
①県育成品種をはじめとする県産農産物について、それらの特長を生かし、重点的にブラ

ンド化を推進します。
②大消費地である首都圏に位置する立地優位性を生かし、首都圏マーケットにおける県産

農産物の販売促進活動を強化します。
③ポータルサイトやＳＮＳ、インフルエンサーの活用など様々な媒体・手法を組み合わせ

て、県産農産物の魅力を効果的に情報発信することにより、需要拡大・購入促進を図り
ます。

④産地や組織単位でのブランド化の取組や農業者等が生産する特色ある県産農産物のブラ
ンド力の向上を支援するとともに、地域団体商標や地理的表示（ＧＩ）等の知的財産に
係る制度の活用などにより、商品の差別化やブランド価値の保護に取り組みます。

ポータルサイト・ＳＮＳによる農産物ＰＲ

＜目指す方向2：農水産物の輸出促進＞
　ジェトロ埼玉など関係機関と連携し、輸出意向のある生産者の支援や輸出国の開拓、海
外需要に対応できる産地の生産体制の整備等を通じて、県産農産物や観賞魚、加工食品な
どの輸出促進を図ります。
＜取組の内容＞
①県産農産物の輸出を促進するため、輸出未経験者や初心者を支援し、輸出に取り組む生

産者の裾野を拡大します。
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②輸出を志向する生産者団体や県内食品事業者等に対して輸出関連情報の提供を行うな
ど、県産農産物及び県産農産物を主原料とした加工食品の輸出を促進します。

③海外市場のニーズ、需要に応じたロットの確保、残留農薬、衛生基準等の輸出先国の求
める各種規制に対応できるよう、産地への技術支援や生産体制の整備支援、情報提供を
行います。

④海外の見本市や商談会への出展支援など、輸出を志向する生産者や事業者が参画しやす
い環境づくりを進め、継続的で強固な販売ルート確保につながるよう支援します。

⑤ＥＵ等向けに植木、盆栽、観賞魚等を輸出する際に必要な検疫制度、衛生証明書の発行
等に係る事務や情報提供、栽培地検査等の技術指導を行い、輸出の円滑化を図ります。

＜目指す方向3：農業の6次産業化等の促進＞
　大消費地に近く、食料品製造業が盛んな本県の強みを生かし、農業者等が県産農産物や
地域資源を活用し、多様な産業との連携の下、付加価値の高い商品を創出し、農業収益の
向上を図る6次産業化等の取組を促進します。
＜取組の内容＞
①6次産業化に取り組む農業者等に対し、経営ビジョンを実現するための事業計画の作成

を支援するとともに、研修会の開催や専門家の派遣等を通じて商品開発、販売力の強化
等を支援します。また、国の施策と連携し、地域資源活用のための施設整備を支援しま
す。さらに、6次産業化の取組が継続できるよう、適切にフォローアップを行います。

②農業者等と地域の食品加工業者、流通・販売業者等のマッチングを支援し、県産農産物
の特性や地域性を生かした付加価値の高い商品開発や新たなビジネスの創出、販路開拓
などに取り組む、食品産業と連携した6次産業化や農商工連携の取組を促進します。

③県産農産物を使用した商品のコンテストを開催し、県内外に広くＰＲを行い、県産農産
物の需要拡大と県内の食品産業の活性化を図ります。

④県内の農業者や食品関連事業者等と県内外のバイヤーによる商談会を開催し、県産農産
物や県産農産物を利用した加工食品等の販路開拓を図り、新たなビジネスチャンスを創
出します。あわせて、商品のブラッシュアップや農業者等の商談能力向上を図り、販売
力を強化します。

⑤インターネットの通販サイトや百貨店、量
販店、高速道路のサービスエリア等での6
次産業化商品の販売を支援し、農業収益の
向上を図ります。

Made in SAITAMA優良加工食品大賞のロゴ
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＜目指す方向4：「活樹」の推進＞
　森林資源の活用や木材の利用拡大を図る「活樹」を推進するため、「埼玉県県産木材利
用促進条例」の基本理念や各主体の責務及び役割等にのっとり、県産木材の安定的な供給
体制を整備し、民間住宅や公共施設等における木材利用を進めるとともに、中大規模木造
建築物を設計できる技術者等の育成や新たな建築部材の活用に取り組み、今後新たな需要
が見込まれる民間非住宅建築物の木造化を促進します。
＜取組の内容＞
①県産木材の利用に取り組む工務店等に対し、県産木材の生産から加工・流通に関する情

報を提供するとともに、利用拡大のための支援を行います。
②県や市町村が策定した公共施設の木造化・木質化に関する方針等に基づき、人目に触れ

る機会の多い公共施設等の木造化・木質化を推進するとともに、県産木材を用いた机や
椅子等の木材製品の利用を進めます。

③中大規模木造建築物の建設を可能にするＪＡＳ構造材の利用やＣＬＴ、重ね柱などの新
たな建築部材の活用を促進します。

④木造建築に精通した専門家等と連携し、中大規模木造建築物等の提案・設計・施工がで
きる人材を育成します。

「活樹」の推進
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　カ　多様な事業者との連携
＜目指す方向：多様な事業者との連携の促進＞
　県産農林水産物や地域資源を活用した商品開発、販路開拓、観光農業のＰＲ等について、
農林漁業者と食品産業、観光産業等に係る多様な事業者との連携を促進し、バリューチェー
ンの構築その他の付加価値の向上を図ります。
　また、農産物全般の合理的な費用を考慮した価格形成へ向けて、消費者の理解醸成に取
り組むとともに、野菜産地と食品産業に係る事業者との連携を促進することにより、互恵
的な関係の構築を目指します。
＜取組の内容＞
①6次産業化や農商工連携において、農業者が食品加工業者、流通・販売業者等と連携し

て行う商品開発や販路開拓の取組を支援します。
②県内の生産者や産地と、量販店や食品製造事業者等との直接取引を促進します。また、

生産面においても、事業者からの品質、ロット、価格等に係る需要に応じた供給が可能
な産地を育成します。

③鉄道事業者等と連携し、観光農業のＰＲ等により観光農園や農産物直売所等の情報を広
く発信するとともに、広域的な集客の取組等を促進します。

④ポータルサイトやＳＮＳ等の各種媒体を活用した情報発信を行い、農産物全般の合理的
な費用を考慮した価格形成へ向けた、消費者の理解醸成を図ります。

⑤生産コストの上昇が続く中、価格転嫁しやすい、野菜産地と実需者等との連携による契
約取引を促進します。また、連携のため産地が行う鉄コンテナ等で出荷を行うような規
格の簡素化に向けた流通体制の整備を支援します。

埼玉県農商工連携フェア 鉄道事業者と連携した農産物ＰＲ

第Ⅳ章　取組の展開方向

65



（2）地産地消の促進
＜目指す方向1：県産農産物を購入する場の拡大＞
　農産物直売所の魅力向上と機能強化を促進するとともに、産地や実需者をコーディネー
トし、県内量販店や飲食店等での県産農産物の取扱いを拡大するなど、県民が身近で主穀、
野菜、果物、畜産物等の幅広い県産農産物を「知って、買って、食べる」機会を広げる多
彩な地産地消を促進します。
＜取組の内容＞
①農産物直売所が地域の特色を生かした魅力的なものとなるよう、出荷する生産者組織を
支援し活動を促進するとともに、県内の農産物直売所の連携や県産農産物の品揃えの充
実等を図ります。
②県産農産物の県内流通も含めた出荷体制の整備を支援し、量販店等における県産農産物
コーナーの設置を推進します。
③県産農産物を取り扱う小売店や飲食店等の「県産農産物サポート店」としての登録を進
めるとともに、主原料に県産農産物を100％使用し製造された「ふるさと認証食品」
の認証を進めるなど、県民が県産農産物を身近で購入できる機会を増やします。
④県内の生産者及び産地と、量販店及び食品製造事業者等との直接取引や、県内卸売市場
を介するルートなど、多様な流通ルートの確保や効率的な流通体制の強化を促進します。

埼玉県農産物サポート店
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＜目指す方向2：県自らの率先した取組による地産地消の普及・拡大＞
　県の広報活動やイベントにおいて、県産農産物及び木材の地産地消をＰＲするとともに、
県が整備する施設の木造化・木質化を進め、地産地消の普及・拡大を図ります。
＜取組の内容＞
①各種のメディアを活用するほか、各種イベントや百貨店、市場などでも県産農産物のＰ
Ｒを行い、地産地消の裾野を広げ、県産農産物の消費拡大を推進します。
②県内関係団体と連携し、県産農産物を使ったレシピ作成や、農産物直売所店舗での県産
農産物の試食販売、県内での料理教室等の開催により、新たな県産農産物ファンの獲得
につなげます。
③県が策定した「埼玉県内の建築物等における木造化・木質化等に関する指針」に基づき、

＜目指す方向3：市町村等による取組を通じた地産地消の普及・拡大＞
　市町村が行う学校給食における県産農産物の利用拡大、食育活動、施設の木造化・木質
化等について、情報提供など必要な支援を行います。
＜取組の内容＞	
①市町村が行う学校給食における県産農産物の利用を支援します。
②市町村等による県産農産物の知識を有した食育推進リーダーの育成を支援するなど、県

いちごの消費拡大を推進する
埼玉県議会

木材が使われている
寄居町立男衾中学校の校舎

県が整備する施設の建築に当たり可能な限
り木造化・木質化を図り、県産木材の利用
拡大を進めます。
④木造技術者講習会の開催や木造建築に精通
した専門家等との連携などにより、中高層
建築物の木造化・木質化を提案できる技術
者を育成します。
⑤民間企業や関係団体等と連携したイベント
の開催などにより、県民が木材と触れ合う
機会を創出し、木の良さをＰＲすることで
県産木材利用の理解を醸成します。

産農産物を活用した食育活動を支援します。
③市町村が策定した「市町村施設の木造化・
木質化に関する方針」を踏まえ、県産木材
に関する情報提供や技術指導を通じて、市
町村が整備する施設の木造化・木質化を支
援します。
④市町村、設計者、木材産業関係者等のマッ
チングにより関係者の情報共有を図るとと
もに、市町村に対して県産木材の調達に係
るアドバイスを行うなど、川上から川中、
川下までの連携を支援し、県産木材の利用
を促進します。

第Ⅳ章　取組の展開方向

67



（3）消費者の信頼確保
＜目指す方向1：法令等遵守に基づく信頼性の向上＞
　農林水産物が生産され、加工・流通を経て食品として消費される過程で、安全・安心な
どの信頼性を確保するため、各過程において法令やガイドライン等に即した点検・確認の
取組を促進します。
　畜産農家等への関係法令遵守のための指導を通じて、県産畜産物の安全性を確保します。
＜取組の内容＞
①県産農産物への信頼性を高めるため、食品安全、環境保全、労働安全、人権保護、農場
経営管理の視点に基づく取り組みやすさを重視したＳ－ＧＡＰの普及を図ります。
②農薬適正使用アドバイザー等の育成を行うとともに、農薬販売者や農薬使用者に対して
適正な農薬の取扱い等に係る指導を行います。
③民間ＧＡＰ認証取得等を目指す農業者に対して、情報提供やＳ－ＧＡＰ指導を通じて支
援を行います。
④畜産農家や食用魚養殖業者に対して、動物用医薬品の適正使用や飼養衛生管理基準の遵
守に係る指導を行います。
⑤6次産業化等に係る食品製造において、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の徹
底を図るとともに、事業者の製造工程管理の高度化を支援します。
⑥農林水産物について、放射性物質の影響調査を実施し、結果を公表します。

Ｓ－ＧＡＰガイドブック
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＜目指す方向2：適正な食品品質表示の確保＞
　消費者が食品を選択する際のよりどころとなる適正な食品表示を確保するため、食品関
連事業者への調査、指導等に取り組みます。
＜取組の内容＞
①県民等からの食品表示に関する相談や通報等を受け付け、内容に応じて、食品関連事業
者への立入調査、指導、指示等を行います。
②県民と協働して、量販店などの食料品販売店における食品表示の状況を調査します。
③表示と商品の内容が一致しているか（真正性）について、ＤＮＡ鑑定による調査を行い
ます。
④国、市町村等と緊密に連携し、不適正表示事案に対する食品関連事業者への調査や指導
を行います。
⑤食品関連事業者を対象に、適正な食品表示に関する研修会を行います。また、県政出前
講座等により、消費者の食品表示制度への理解を深めます。
⑥米トレーサビリティ法に関する研修会を行い、県民等からの相談に対応するなどして、
事業者間の取引等に係る情報の記録や産地情報の伝達を確保し、表示や流通の適正化を
推進します。

食品表示の状況のモニタリングを行う調査員の募集
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　農林水産業の従事者が高齢化及び減少する中、先端的な情報通信技術等を活用したスマ
ート農林水産業の促進により、作業の省力化や効率化を図るとともに、経験や勘として培
われてきた技術・知識、作業実績、作物や環境等の状況及び経営データの「見える化」を
進め、生産性の向上を目指します。また、本県の自然条件に適した新たな生産技術や、安
定生産及び販売拡大に寄与する新品種を開発するため、埼玉県農林水産業試験研究推進方
針にのっとり、農林水産研究機関において試験研究を行い、農林水産業における技術的な
イノベーションを促進します。

【指標】
　スマート農業技術の導入件数
　　現状値　269件（令和6年度）　➡　目標値　538件（令和12年度）

（1）先端的な情報通信技術等を活用した 
スマート農林水産業の推進

＜目指す方向：スマート農林水産業技術等の開発・実証・普及＞
　農林水産業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）が不可欠となっている情勢を
踏まえ、各生産体系に応じて、本県の農林漁業経営に適し、収益性の向上につながるスマ
ート農林水産業技術の開発・実証・普及を図るとともに、スマート農業技術の活用に適し
た生産方式への転換を支援します。
＜取組の内容＞
①農林水産試験研究機関において、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術等の先進技術やアグリテ
ックを活用し、経営安定につながる生産技術を開発します。
②農業者やメーカー・販売店、行政機関など官民が連携・協力できるプラットフォームの
設置・運営によるスマート農業技術に関する情報の発信や、技術の効果的な活用に関す
るセミナーの開催等により、農業者へのスマート農業技術の理解促進及び更なる普及を
図ります。
③土地利用型農業（露地野菜を含む。）への直進アシスト機能付きトラクタやドローンの
導入、ＲＴＫサービスの普及、施設園芸への統合環境制御装置の導入、多様なセンシン
グ技術やＬＰＷＡ通信網を活用した茶生産システムの構築等を推進します。
④畜産においては、搾乳・哺乳ロボット、発情発見装置等の導入を促進します。
⑤林業においては、航空レーザ測量による森林資源解析成果や地籍図などを活用した森林
簿情報の精度向上、クラウドシステムを活用した行政と林業経営体との情報共有、ドロ
ーンによる資材運搬の導入等を促進します。
⑥水産業においては、陸上養殖施設を活用した養殖技術の開発による養殖事業者への技術
支援や、電気ショッカーボート等を活用した効率的な特定外来生物の魚類の駆除技術の
普及を図ります。

3 イノベーションの促進
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ロボット草刈機 自動水管理システム
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（2）重点的・計画的な試験研究の実施
＜目指す方向：農業＞
　本県農業における様々な課題に技術面で対応するため、試験研究機関における研究開発
を計画的・効率的に推進し、新技術や新品種の実用化を図るとともに、情報発信を行い、
普及を図ります。
＜取組の内容＞
①環境の変化に対応又は適応する生産技術の開発を強化するとともに、環境負荷を低減す
る持続可能な生産技術を開発します。
②本県の土壌や気象環境を生かし、消費者・実需者・生産者のニーズに応えるオリジナル
品種系統を早期に開発し、普及を図ります。
③ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術等の先進技術やアグリテックを活用した生産技術を開発し
ます。
④大規模生産を可能とする生産技術の開発や、収益性を高める品目の安定生産技術の開発
等、経営体の人材不足や技術不足を補い、規模に応じた経営の安定につながる生産技術
を開発します。
⑤狭山茶等の特産農産物の安定生産・活用技術や加工技術など、地域の特性を生かした技
術の開発と指導を行います。
⑥大学や国の研究機関等の先端研究機関や、民間企業との連携を更に推進するとともに、
新品種や新技術等の知的財産の権利保護などを進め、試験研究を効率的・効果的に推進
します。

県育成品種のいちご（左からあまりん、かおりん、べにたま）

新たな県育成梨品種（左から彩姫・彩彦）
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＜目指す方向：林業＞
　本県林業における様々な課題に技術面で対応するため、寄居林業事務所森林研究室にお
ける研究開発を計画的・効率的に推進し、新技術や新品種の実用化と普及を図ります。
＜取組の内容＞
①シカ食害の防止技術や、スギ種子の安定生産技術など、環境変化に対応し、持続的な生
産技術を開発します。
②航空レーザ測量による森林資源情報を活用した地位区分の再検討や、高齢級の林分にも
対応可能な収穫予想表の更新など、生産管理技術に関する調査を行います。
③ロングポット容器によるコンテナ苗の生産における省力化・低コスト及び高品質生産技
術を開発します。
④埼玉県産トリュフ菌株の探索や系統保存など、地域の特性を生かした技術を開発します。
⑤スギ花粉飛散量予測の精度向上のための雄花着花状況調査や、エリートツリー等の原種
増産技術の開発などの調査研究を行います。

＜目指す方向：水産業＞
　本県水産業における様々な課題に技術面で対応するため、水産研究所における研究開発
を計画的・効率的に推進し、新技術や新品種の実用化と普及を図ります。
＜取組の内容＞

魚類資源調査の様子

①カワウや特定外来生物の魚類による食害防
除技術を開発するとともに、魚類資源の増
殖技術を開発します。
②食用魚と観賞魚について、消費者・実需者
・生産者のニーズに応える病気への抵抗性
や優良な形質を持った、競争力と適応力を
持つ品種・系統の育成と普及を図ります。
③県特産のホンモロコ等の養殖魚について、
管理しやすい養殖技術の開発を行います。
④ワカサギの地域特性を生かした資源管理手
法や、コイヘルペスウイルス病に対応した
放流手法の開発、ふるさとの川魚類資源調
査事業など、水辺を求めて人が集まる場や
空間の創造・再生に寄与する技術及び手法
の開発とともに、地域活性化につながる支
援と指導を実施します。

第Ⅳ章　取組の展開方向
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　優良農地を活用した収益性の高い農業を実現するため、農業生産の基礎となる優良農地
を確保するとともに、農地中間管理事業等を最大限に活用することにより、担い手へ農地
を集積・集約化し、農地の有効活用を図ります。

【指標】
　担い手への農地集積率
　　現状値　36％（令和6年度）　➡　目標値　50％（令和12年度）

　遊休農地解消・活用面積
　　2,000ha（令和8～12年度）

（1）優良農地の確保
＜目指す方向：優良農地の確保＞
　集団的に存在する等の条件を満たす優良農地について、農地制度の適切な運用により、
良好な状態で維持・保全を図ります。
＜取組の内容＞
①市町村の農業振興地域整備計画の定期的な見直しを促進します。
②農業振興地域の整備に関する法律に基づく、農用地利用計画の変更基準の適切な運用を

行うことにより、優良農地の確保に向けて取り組みます。また、農地法に基づく農地転
用許可基準の適切な運用を行います。

③農地パトロールや宅地造成及び特定盛土等規制法等の関係法令所管部局との連携によ
り、不法盛土など違反転用への対策を実施します。

④市町村に対して農地転用許可権限の移譲について説明会を行うとともに、市町村の要望
に合わせて支援を行います。

⑤営農型太陽光発電施設において、適切に営農が継続され、農業者の所得向上等が図られ
るよう、農地法に基づく指導や制度内容の周知等を行います。また、太陽光パネル設置
に対する補助事業の活用を促すとともに、パネル下部での農作物の収量向上に向けた技
術支援に取り組みます。

4 優良農地の確保及び有効利用
第Ⅳ章　取組の展開方向
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（2）農地の有効利用
＜目指す方向1：担い手への農地集積・集約化＞
　地域計画の実現・更新、農地中間管理事業等の活用、基盤整備事業との連携などにより、
担い手への農地の集積・集約化を促進します。
＜取組の内容＞
①担い手への農地の集積・集約化など地域の人と農地の問題の解決を図るため、市町村等

と連携して地域計画の実現・更新を支援します。
②農地中間管理事業について、県、市町村、農地中間管理機構、農業委員会ネットワーク

機構、農業委員会、農業協同組合（以下「農協」という。）、土地改良区等が連携し、推
進会議による情報共有、重点推進地区の設定、地域の実情を踏まえた農地の受け手・出
し手の掘り起こし等を行います。

③農地中間管理事業のほか、農地等の利用の最適化の推進を所掌する農業委員会による 
あっせんや、地域計画の更新のための協議など、地域の状況に適した手法を活用し、認
定農業者や農業参入企業など担い手への農地の集積・集約化を促進します。

④農地の集積・集約化と、畦
けい

畔除去による区画拡大等の耕作条件の改善や、農業用用排水
施設の整備を連携させた取組を推進します。

⑤農業参入企業など担い手が利用し得る農地の情報の集約・活用や、農林水産省地理情報
共通管理システム（ｅＭＡＦＦ地図）の活用等を通じて、効率的に農地の集積・集約化
を促進します。

＜目指す方向2：遊休農地の発生防止・解消・活用＞
　遊休農地に係る調査支援、農地所有者への指導、担い手や農業に参入する企業へのあっ
せん・仲介等を通じて、遊休農地の発生防止・解消・活用を促進します。
＜取組の内容＞
①地域計画の実現・更新を行う中で、遊休農地の発生防止・解消・活用の方策検討を促進

します。
②遊休農地の所在等を明確にするために農業委員会が行う利用状況調査、市町村・農業委

員会が行う遊休農地に関する措置の状況に関する調査を支援し、遊休農地の所有者等に
対する指導を促進します。

畦畔除去前の小区画のほ場 畦畔除去を行い区画拡大をしたほ場
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③農業委員会が行う担い手への農地のあっせんなど農地利用の最適化業務を促進し、規模
縮小を志向する農家等が所有する農地の遊休化の防止を図ります。

④ほ場整備事業と併せた遊休農地の再生、農地中間管理事業や農地利用に係る法制度の活
用等を通じて、遊休農地の解消・活用を進めます。

⑤遊休農地や遊休化が懸念される農地について、地域の意向を踏まえ、新たな担い手とな
り得る企業等の農業参入の仲介や調整を行います。

⑥集落介在農地など、担い手への集積が困難な遊休農地については、地域の担い手確保に
つながる新規就農希望者用の研修農場や、市民農園としての利用、景観形成作物の栽培
など、地域の状況に合わせた活用を促進します。

市町村、農業委員会等

農地中間管理機構
（（公社）埼玉県農林公社）

農地中間管理機構運営事業
農地中間管理機構

農地耕作条件改善事業

県

機構運営費、農地
管理に要する経
費等の支援

大区画化等
耕作条件の改善

集積・集約化 規模拡大

リタイア農家、経営転換農家、
土地持ち非農家等の農地

担い手、新規就農者、
企業参入等

分散した農地
耕作放棄地

借受け 貸付け

連携

・生産性の向上
・生産コスト削減

農地中間管理事業のイメージ図

第Ⅳ章　取組の展開方向
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　収益性の高い農業を実現するため、ほ場整備の推進、農業水利施設の保全管理、農業用
ため池の防災・減災対策等を推進し、農業の生産性向上と被害の未然防止を図ります。ま
た、林業経営の収益性向上のため、林内路網の整備により、木材生産コストの低減を図り
ます。

【指標】
　基盤整備面積
　　現状値　23,710ha（令和6年度）

➡　目標値　24,282ha（令和12年度）

　路網密度
　　現状値　24.5m/ha（令和6年度）

➡　目標値　26.8m/ha（令和12年度）

（1）農業生産の基盤の整備
＜目指す方向1：ほ場整備の推進＞
　地域の目指す営農形態に応じて、適切な整備手法を検討し、将来像に沿った生産基盤の
整備を推進します。
＜取組の内容＞
①整備が必要と考えられる地域の状況把握に努めるとともに、市町村と情報共有を密に行

い、農家の発意が把握された場合には、初期の段階から県が地域と連携することにより、
農家の意向を踏まえたほ場整備の推進を図ります。

②地域の目指す営農を実現するため、地域の特性（水田地帯、畑地帯）や、作物生産の意
向、担い手への集積など地元の意向を踏まえ、地域の将来像に沿うとともにスマート農
業への対応も含め効果的な整備を進めます。

③換地により区画を再配置する通常のほ場整備のほか、畦
けい

畔除去による区画拡大や既存の
道路の拡幅などを行う埼玉型ほ場整備、区画拡大を主に行う農地中間管理機構営事業な
ど、地域の実情に適した手法により基盤整備を加速させます。

＜目指す方向2：農業水利施設の計画的な整備と保全管理＞
　農業水利施設の計画的な補修・更新等を行うことにより、老朽化が進んだ農業水利施設
の適切な保全管理を図ります。
＜取組の内容＞
①農業水利施設について、計画的な補修・更新により、費用を平準化しつつ長寿命化を図

るため、「基幹的農業水利施設の機能保全に関する実施方針」の定期的な見直しを行い
ます。

5 生産基盤の整備
第Ⅳ章　取組の展開方向
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②ＩＣＴ導入等、最新の技術的な知見を踏まえつつ、農業水利施設の計画的な補修・更新
や、必要な新規整備を行います。

＜目指す方向3：農業用ため池の防災・減災対策と計画的な保全管理＞
　農業水利施設として地域農業を支え、防災・減災上も重要である農業用ため池について、
計画的な保全管理や点検、ソフト・ハード両面の防災対策を推進し、被害の未然防止を図
ります。
＜取組の内容＞
①農業用ため池を管理する市町村、土地改良区等による計画的な保全管理や、地震後・豪

雨後における点検等の徹底を促します。
②下流に大きな被害を及ぼすおそれのある防災重点農業用ため池については、地域防災計

画へ位置付けるとともに、監視体制の整備などソフト対策を支援します。
③地震・豪雨耐性評価、劣化状況評価の結果、所要の安全率を下回った防災重点農業用た

め池のうち、緊急的に防災対策を行う必要があるため池について、防災対策を推進しま
す。

老朽化した農業用水路 表面被覆による補修

耐震基準に満たないため池堤体 ため池堤体の耐震改修

改修後の防災重点農業用ため池
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（2）林業生産の基盤の整備
＜目指す方向：路網整備の促進＞
　効率的な林業経営の確立のため、森林管理道の整備と併せて作業道を延伸させ、有機的
に結び付いた林内路網の拡充を図ります。また、災害に強い路網づくりを促進するととも
に、山村の生活に重要な役割を果たしている森林管理道の安全性を確保するための維持管
理を行います。
＜取組の内容＞
①森林管理道と作業道、作業ポイントなどが効果的に組み合わされ、効率的に木材搬出が

できる林内路網の整備を促進します。
②機械の大型化に対応するため、森林管理道と作業道の改良を進めます。
③地形や地質に応じた整備を行い、災害に強い路網づくりを促進します。
④安全に通行ができるよう森林管理道の改良・舗装を推進するとともに、橋梁

りょう

、トンネル
等の施設を定期的に点検・補修して長寿命化を図ります。

森林管理道（西名栗線）

第Ⅳ章　取組の展開方向
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　優れた経営力のある農林水産業の担い手を育成・確保するため、農業経営の法人化や林
業経営体の経営改善等を通じて農林漁業者の経営発展を促します。また、新規就業希望者
に対する研修や就業のマッチング等により新規就業を促進するとともに、女性、高齢者、
障害者、企業等の活躍や参入を促し農林水産業の多様な担い手を育成します。

【指標】
　農業法人数
　　現状値　1,441法人（令和6年度）

➡　目標値　1,800法人（令和12年度）

　新規就農者数
　　現状値　330人／年間（令和6年度）

➡　目標値　330人／年間（令和12年度）

（1）農林漁業者の経営発展
＜目指す方向1：農業経営体の経営力の向上＞
　農業経営の法人化、地域計画に位置付けられた担い手などへの経営支援、施設・機械の
導入、資金調達、ＧＡＰの取組等を通じて、農業経営体の経営力向上を図ります。
＜取組の内容＞
①認定農業者等の担い手に対して法人化のメリット等の情報提供を行う経営相談窓口を設

置するとともに、県内の農業・商工団体や税理士等の専門家で構成する埼玉県農業経営
・就農支援センターを通じて、経営相談や経営分析等による支援を行います。

②認定農業者を含め効率的かつ安定的な農業経営である担い手を育成するため、市町村を
またぐ農業経営改善計画の広域認定制度を実施するとともに、関係機関・団体と連携し
て行う農業経営改善計画の作成支援を行います。

③高い経営力を有し、地域の核となる農業法人の経営者を育成するため、埼玉農業経営塾
を開催します。また、農業法人の様々な経営課題の解決や、円滑な事業継承について、
埼玉県農業経営・就農支援センターによる伴走支援を行います。

④第三者経営継承を担い手確保の新たな手段として位置付け、経営移譲希望者と継承希望
者のマッチングに取り組みます。さらに、経営移譲希望者の下での研修、継承計画の作
成支援及び経営継承後の施設改修費補助などにより、農地や機械といった経営基盤やノ
ウハウ等が円滑に継承できるよう支援します。

⑤地域計画の早期実現に向けて、地域計画の目標地図に位置付けられた地域の担い手が経
営改善に取り組む場合に必要な農業用機械・施設の導入を支援するとともに、経営ノウ
ハウの習得や経営力向上のため経営研修や経営分析支援を実施します。

6 経営力の向上と多様な担い手の育成及び確保
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＜目指す方向2：林業経営体の育成と技術力の向上＞
　意欲と能力のある林業経営体を育成するとともに、低コストで採算の取れる林業を実践
できるよう、人材育成等を通じて技術力の向上を図ります。
＜取組の内容＞
①常に経営改善の意識を持ち、森林所有者への収益還元や林業の生産性の向上、雇用管理

・労働安全対策に取り組む、意欲と能力のある林業経営体を育成します。
②採算のとれる林業経営を実践できる経営能力の高い人材や、森林施業を提案して集約化

・団地化を推進する人材、作業道を計画・施工できる技術者の育成を支援するとともに、
架線集材等のこれまで培われてきた技術の継承を促進します。

③林業経営体の新規事業や規模拡大、省力化などに必要な獣害防護施設、木材加工・製材
施設、特用林産施設等の導入や更新の整備を支援します。

④スマート林業技術を活用した測量機器や高性能林業機械の導入促進、それらを扱う技術
者の育成を支援し、作業の省力化や効率化、労働安全性の向上を図ります。

⑥プラットフォームを活用したスマート農業技術に係る情報発信などにより、農業経営体
の個々の経営ビジョンに適応し、生産の安定や収益性向上につながる機械、施設等の導
入を支援します。

⑦農業支援サービス事業体の立ち上げや事業拡大に向けて、農業機械等の導入や農業支援
サービス事業体の育成を支援します。

⑧長期かつ低利の農業制度資金を円滑に融通するため、融資機関に対して利子補給を行う
とともに、市町村や融資機関と連携して、農業者からの相談に対応します。

⑨市町村や農協、農業機械メーカー、農機販売店と連携し、農作業安全及び熱中症対策に
関する啓発活動を実施するとともに、農作業事故が発生した場合の保障となる労災保険
の加入を推進します。また、農業機械利用者の技術向上及び安全意識を高めるため、農
業機械利用技能者養成研修等を実施します。

ぷらっと・さいたま　―スマート農業導入ナビ―
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⑤即戦力となる人材を育成するため、就業希望者等への研修や林業への就労支援をします。
⑥森林所有者に代わって森林を育てる森林整備法人が行う分収林事業を支援します。

林業新規就業研修の様子

水産業講習会の様子

 ＜目指す方向3：養殖業者の育成と技術力の向上＞
　技術開発や普及指導を通じて、養殖業者の技術力向上を図ります。
＜取組の内容＞
①省力化技術の開発や収益性の高い種苗の供給を行うとともに、個別の巡回指導、講習会

の実施により、養殖技術の向上を図ります。
②観賞魚市場を運営する埼玉県養殖漁業協同組合、関係団体、市場以外でも販売をしてい

る生産者との連携を図り、養殖業者への市場ニーズの情報提供により養殖経営の支援を
行います。
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農業大学校　機械実習の様子

（2）新規就業の促進
＜目指す方向1：新規就農者の確保＞
　新規就農希望者に対する本県での就農意欲の喚起や就農相談対応、研修、就農先とのマ
ッチング、資金の交付等を通じて、新規就農者の育成・確保及び定着を図ります。
＜取組の内容＞
①就農希望者を対象としたイベント開催や情報発信により、本県での就農意欲の向上を図

るととともに、農林振興センター等に設置した就農相談窓口での情報提供や相談対応と
併せ、休日就農相談会や就農支援セミナー等を開催し、就農希望者の就農を支援します。

②就農希望者の円滑な就農と定着を促進するため、市町村、農協、地域の指導農業士、農
業法人等と連携した就農支援体制を構築し、明日の農業担い手育成塾による実践的な研
修、農地の確保、機械の導入及び既存施設を活用した環境整備等、就農に必要な支援を
行います。

③農業大学校や埼玉県農林公社による具体的かつ実践的な情報提供により、就職就農を希
望する者と農業法人とのマッチングを行います。

④農業大学校において、スマート農業など時代に対応した実践的な農業教育のほか、キャ
リアコンサルタントによるキャリア教育や学生の生涯プラン作成の支援、親元就農や新
規参入、就職就農など学生が希望する進路に応じた就農支援、農業高校の生徒を対象と
した研修等を行います。

　また、農業大学校の施設・機械等の整備・充実を図ります。
⑤国の事業を活用した資金の交付や、農業経営開始に必要な施設・機械の導入支援を行い、

就農意欲の喚起や就農後の定着を図ります。
⑥第三者経営継承を担い手確保の新たな手段として位置付け、経営基盤やノウハウ等経営

資源の円滑な継承を支援するとともに、女性の就農を促進するため、女性が働きやすい
環境整備の取組を支援します。
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 ＜目指す方向2：林業への新規就業者の確保＞
　林業の魅力発信、就業支援、技術研修等を通じて、林業への新規就業者の確保、林業を
実践できる優れた人材の育成及び定着を図ります。
＜取組の内容＞
①林業に関心の高い若者のほか、県内外から幅広い層の新規就業を募るため、埼玉県林業

労働力確保支援センターが行うセミナー等を支援し、本県の林業の魅力を発信します。
②新規就業希望者に対して、林業の知識や技術を身に付ける研修や就業相談を実施すると

ともに、地域に定着できるよう移住・定住支援を行います。
③林業経営体による資格取得を促進するなど、作業員の受入れ体制を整備し雇用を支援す

るとともに、労働安全の確保や労働環境の改善、伐採・搬出・造林・保育など効率的な
施業のための技術・技能を習得する研修を促進します。

④ＩＣＴの活用や新たな林業機械の導入等により重筋作業を軽減し、労働災害を防止する
など、魅力ある職場づくりを進め、新規就業者の定着を促進します。

＜目指す方向3：養殖業への新規就業者の確保＞
　養殖業への新規就業者等に対して、知識、経験に応じたきめ細やかな支援を行い、就業
者の確保を図ります。
＜取組の内容＞
　新規就業者を発掘するため、水産研究所において、就業に関する個別相談や情報提供を
行うとともに、後継者や新規就業希望者を対象に養殖技術の個別指導や講習会を開催しま
す。

養殖技術講習会の様子
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（3）多様な担い手の育成
 ＜目指す方向1：女性の活躍推進＞
　女性が主体となる活動への支援、農業経営や地域農業における女性の参画促進、人材育
成、ネットワークづくり、職場環境の改善等を通じて、農林水産業に従事する女性がいき
いきと活躍できる環境を整備します。
＜取組の内容＞
①女性が参画することによる農業経営の発展を目指し、新たなビジネスにチャレンジする

取組を促進します。また、次世代の経営者としての優れた経営感覚を醸成するとともに、
地域農業のリーダーとなる女性農業者を育成するため、県内で活動している女性農業者
グループの支援や研修会の開催などを通じ、研鑽の機会を設けます。

②女性農業者の取組についてＳＮＳ等を活用した情報発信を行うとともに、女性農業者の
ネットワーク化を推進します。

③女性が地域における政策決定の場へ参画できるよう、農業委員、農地利用最適化推進委
員、農協理事、土地改良区理事、県の施策検討に係る専門家会議等への就任を促進する
ことにより、農業・農村における男女共同参画を促進します。

④林業の現場における職場環境改善を支援し、女性作業員の就業を促進するとともに、森
林・林業活性化のための活動等に対し支援します。

⑤家族農業経営において、家族が役割分担して経営に参画する仕組みとしての家族経営協
定の締結を促進します。

女性農業者　研修会
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＜目指す方向2：高齢者の活躍促進＞
　高齢農業者がその経験や知識、技術を生かし地域で活躍できるよう支援します。
＜取組の内容＞
①高齢農業者が有する農業関連の豊富な知識や技術、経験について、次世代への伝承を促

進します。
②退職後に農業に取り組む者を含め、中高年齢者の活躍が促進されるよう、農業技術の普

及指導等を通じて支援を行います。
③農作業を軽作業化する技術、機械等の普及を推進します。
④高齢者を含む地域住民の活動などを通じて、農業・農村が持つ多面的機能が発揮される

よう、地域での生態系保全や農業用用排水路、農道の管理等に係る活動を支援します。

作業時の負担を軽減するアシストスーツ

＜目指す方向3：本県農業への企業等参入の促進＞
　企業や経営力の高い農業法人を本県農業の新たな担い手に位置付け、相談窓口の設置や、
参入候補地の情報提供及び遊休農地の整備支援等を通じて、企業等の参入を促進します。
＜取組の内容＞
①本県に農業参入を希望する企業等を確保するため、農業参入セミナー等のイベントの開

催や企業誘致推進員による誘致活動、農業展示会等における相談窓口の設置、企業参入
マニュアルの作成等を行います。

②農業への参入を希望する企業や経営力の高い農業法人等が本県へ円滑に参入し、地域に
定着できるよう、県に設置した企業等農業参入相談窓口において、参入候補地の情報提
供、農業技術の支援等を関係機関と連携して行います。

③農業の担い手確保が困難な地域や未利用農地が多い地域において、農業参入を目指す企
業や経営力の高い農業法人などを積極的に誘致し、農地の利用調整や遊休農地の整備支
援等を行うことにより、農地の有効活用と集約化を図ります。
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④地域との信頼が構築されるまでは、関係機関と連携し、参入した企業等への農業技術等
の支援や地域への定着、経営発展の支援を円滑に行う体制を整備します。

＜目指す方向4：中小・家族経営による地域の下支え＞
　中小・家族経営は、農地の継続的な利用や、農協における生産・販売の取組への参加な
どを通じて、農地の維持・管理や地域社会の維持に重要な役割を果たしています。また、
複数の農家が共同で農業生産を行う集落営農は、生産や販売活動の共同化を通じて地域農
地の持続的な利用に貢献しています。こうした機能が今後も発揮されるよう、中小・家族
経営が行う農業生産や地域活動に係る支援を行います。
＜取組の内容＞
①中小・家族経営においても安定的に農業生産を続けられるよう、農業技術の普及、施設

整備等について支援を行うとともに、国の経営所得安定対策をはじめとした経営規模の
大小にかかわらず活用できる施策の情報提供を行います。

②中小・家族経営が生産する農産物の販売が促進されるよう、農産物直売所の機能強化な
ど、県産農産物を販売する場の拡大を促進します。

③日本型直接支払制度を活用し、中小・家族経営の参加の下で行われる農道、農業用用排
水路等の維持管理・保全の取組を支援します。

④集落営農等が地域農業の中核的な担い手として持続的に発展し、優良農地の次世代への
継承を目指す取組を支援します。

＜目指す方向5：農福連携＞
　農業と福祉の連携を通じて、高齢化や人手不足といった課題を抱える農業現場に新たな
担い手を確保し、地域農業の持続可能な発展を図ります。

農業参入フェア
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 ＜取組の内容＞
①埼玉県農業経営・就農支援センターを通じて、障害者雇用を希望・検討している農業者

に対して社会保険労務士や農福連携に取り組んでいる農業者を派遣し、支援を行います。
②農業法人などへ、障害者が活躍している事例の紹介や障害者の就労制度の説明を行い、

農福連携への理解促進を進めます。
③県内の農福連携に取り組む障害者支援施設や農福連携コンソーシアムに取り組む事業者

などとの意見交換会などを通して、最新の動向やニーズを把握し、効果的な連携体制の
構築を目指します。

第Ⅳ章　取組の展開方向

88



　自然災害、感染症、高温、鳥獣被害、家畜伝染病、病害虫等の農林水産業を脅かすリス
クに対応し収益性の向上にもつなげていくため、災害予防、危機管理体制の強化、セーフ
ティネットの普及等を推進します。

【指標】
　防災・減災対策に着手した防災重点農業用ため池の数
　　現状値　30か所（令和6年度）　➡　目標値　148か所（令和12年度）

（1）災害対策の推進
＜目指す方向1：農業災害対策等の推進＞
　近年増加傾向にある気候変動による豪雨をはじめとする様々な災害へ対応するため、農
業用施設の防災・減災機能の強化、危機対応の準備や農業保険（収入保険及び農業共済）
などセーフティネットへの加入促進、農業者への情報提供システムの構築等により、災害
への備えを進めます。また、農業災害による被害が生じた場合は、補助事業等により復旧
を支援します。
＜取組の内容＞
①ため池や排水機場をはじめとする農業水利施設等の計画的な修繕や更新を実施し、耐震

化・長寿命化による防災・減災機能の強化を推進します。また、降ひょう等による果樹
への被害を防止するため、多目的防災網等の設置を促進します。

②災害や感染症の発生等の緊急事態であっても、継続的に生鮮食料品等を生産・供給でき
るよう、農業法人等による危機対応の準備を促進します。

③農業共済組合や関係機関と連携し、農業保険への加入を促進します。畜産については、
家畜防疫互助事業への参加を促進します。

④農業災害による被害が予想される場合に、気象情報や技術対策資料を迅速に農業者に提
供できるシステムを構築します。

⑤高温による品質や収量への影響に対しては、高温耐性品種の導入、高温に強い品目への
転換、高温対策技術の導入、高温対策
設備の導入など、現場の状況やニーズ
に応じて、経営の安定と収益性の向上
に資する対策の実施を推進します。

⑥農業災害による被害が生じた場合は、
国や市町村等と連携し、補助事業や制
度資金等を活用して被災した農業者の
経営継続・再開を支援します。また、
農業水利施設等の被災を想定した訓練
や研修会を実施し、迅速な災害対応体
制を確立します。

冠水したハウス

7 災害等のリスクへの対応
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⑦農作物、家畜、トラクタ等の盗難被害防止及び農作業安全対策について、市町村や農協、
県警と連携し、チラシ配布や県ホームページ、広報誌等への掲載を通じて、農業者等へ
の注意喚起を行います。

＜目指す方向2：山地災害対策の推進＞
　山地に起因する土砂災害等から県民の生命や財産を保全し、安全・安心な生活環境を確
保します。
＜取組の内容＞
①新たな崩壊等のおそれのある森林において、治山施設を整備します。
②既存の治山施設の定期的な点検や修繕を行い、長寿命化を図ります。
③伐採等を制限する保安林の適切な管理や整備を推進します。
④台風や豪雨などにより、山地の崩壊や渓流の荒廃が発生した場合は、速やかに復旧対策

を行います。
⑤林野火災への対応として、予防意識を高める広報活動や森林保険への加入を促進します。

また、延焼拡大防止のため、消火活動の拠点となり防火線としての機能も有する森林管
理道の整備や防火線、防火貯水槽の管理のほか、情報収集体制を整備して市町村等と緊
密な連携を図るなど、効果的な林野火災対策を進めます。

山腹崩壊 林野火災
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（2）鳥獣及び特定外来生物による被害の防止
＜目指す方向：鳥獣及び特定外来生物による被害の防止対策の推進＞
　地域ぐるみの鳥獣被害対策への支援、県境を越えた対策、捕獲した鳥獣の活用促進等を
通じて、鳥獣被害の防止を図ります。また、ほ場や農業用水路における外来植物の防除を
促進するとともに、河川や湖沼における特定外来生物の魚類の駆除を進めます。
＜取組の内容＞
①市町村に対し、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法

律に基づく被害防止計画の策定や「鳥獣被害対策実施隊」の設置を促進します。また、
研修会を開催し、地域ぐるみの鳥獣被害防止対策を推進する指導者を育成します。

②市町村等と連携し、鳥獣による被害状況や対策、個体数調整等の情報の共有化を行うと
ともに、周辺都県等と連携し、広域的な個体数調整を促進します。また、研修会等を通
じて被害状況や対策の情報等を広く周知し、被害防止技術の開発・普及等を推進します。

③国の事業を活用し、捕獲活動にかかる経費や捕獲機材購入経費等の補助を行うとともに、
ジビエ利用など捕獲した鳥獣の処理までを含めた幅広い地域ぐるみの鳥獣被害防止対策
を支援します。

④森林において、シカによる食害やクマによる剥皮被害を防止するため、獣害防止柵や樹
皮ガード等を設置します。

⑤森林の獣害地について、自然力の活用により整備コストを縮減した環境林整備の手法を
確立・普及します。

⑥外来植物による農作物の被害状況や対策に関する情報発信、技術指導を行い、農業者へ
の外来植物に対する知識・理解を深めることで、早期の対策を促進するとともに、関係
機関との情報共有を図ります。

⑦河川や湖沼において、刺し網捕獲による特定外来生物の魚類の駆除等を進め、魚類資源
の減少を防ぎます。

鳥獣害の予防
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（3）伝染性疾病及び病害虫の発生の予防及びまん延の防止
＜目指す方向1：伝染性疾病対策の推進＞
　家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策の徹底に向けた危機管理体制の強化、ブラン
ド畜産物の遺伝資源の保護等により、家畜伝染病のリスクから畜産を守ります。
　また、養殖水産動植物における伝染性疾病のまん延防止を図ります。
＜取組の内容＞
①畜産農場への巡回指導等を通じて、畜産農家において飼養衛生管理基準が遵守されるよ

う指導を徹底し、家畜疾病の発生・まん延防止を図ります。
②高病原性鳥インフルエンザ、豚熱及びアフリカ豚熱などの発生に備え、防疫演習の開催

や防疫資材の備蓄などにより、危機管理体制を強化します。
③畜産農家が集中する県北地域に基幹家畜保健衛生所を整備することにより、家畜伝染病

の検査・診断の迅速化及び畜産農家の支援強化を図ります。
④農業高校にタマシャモ原種鶏を分散飼育することにより、家畜伝染病によるブランド消

滅を防ぎます。
⑤魚類疾病の予防対策を徹底して養殖魚などの損失を防止するとともに、コイヘルペスウ

イルス病などの伝染性疾病の発生に備えた防疫対策の指導・普及を行い、疾病のまん延
防止と危機管理体制の強化を図ります。

特定家畜伝染病　防疫作業
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＜目指す方向2：病害虫防除対策の推進＞
　病害虫の予防、農業者への発生予察情報の提供、発生時の防除対策等により、病害虫に
よる農林水産業への被害拡大を防止します。
＜取組の内容＞
①国内の農作物に重要な被害を与える病害虫の侵入防止のため、県内の生産ほ場等で侵入

警戒調査を実施し、国と連携して、発生状況の把握や注意喚起、的確な防除対策を講じ
ます。

②国及び県で定めるところにより病害虫の発生状況を調査し、病害虫による被害が予想さ
れる場合に、病害虫防除所による発生予察情報及び技術対策資料を、迅速に農業者へ提
供します。

③重要病害虫や新規病害虫、急激に増加した病害虫の発生時には、関係機関と連携し、ま
ん延防止対策を講じます。

④総合的病害虫・雑草管理（総合防除（ＩＰＭ））の普及・定着を推進し、効果的な防除
を促進します。

⑤温暖化等の影響により急増しているイネカメムシについて、適期防除を指導するととも
に、より効果的な防除対策として広域一斉防除を推進します。

⑥松くい虫やナラ枯れ等の森林病害虫の被害について、必要な防除対策を実施します。

ナラ枯れの防止 ウメなどの害虫であるクビアカツヤカミキリ
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　魅力ある農山村の振興を図るため、農山村における生活環境の整備や、農山村の地域資
源を活用した所得と雇用機会の確保を促進します。また、都市と農山村との地域間交流等
を通じて、農林水産業・農山村に対する県民の理解を促進するとともに、都市農業の振興
を図ります。

【指標】
　農山村へつないだ都市住民の延べ人数
　　5,000人（令和8～12年度）

（1）農山村の振興

　ア　農山村における生活環境の整備
＜目指す方向1：農山村における快適な暮らしの創出＞
　生活排水処理施設等の整備、企業や大学生との連携による地域活動などにより、農山村
における快適な暮らしを創出します。
＜取組の内容＞
①農業集落排水施設について、市町村の公共下水道や合併浄化槽の整備との調整を図ると
ともに、既に整備が完了した農業集落排水施設の適時適切な補修・更新を促進します。
②県産木材などの自然素材を利用し、自然と調和した公園施設や集落道等の整備を促進す
るとともに、農業施設や公共施設等への県産木材の利用を図り、温かみのある木の空間
づくりを促進します。
③災害時の迂

う

回路となる森林管理道や
山地災害を防ぐ治山施設を適切に設
置し、山村の安全・安心な生活を確
保します。
④企業や大学生の持つ新しい視点や専
門知識などを活用し、地域住民との
協働活動を支援します。また、中山
間地域の活性化の推進や、助言を行
う人材を育成するための研修会を実
施するなど、地域住民活動を支援し
ます。 治山施設

8 農山村振興と住民の多様な関わり創出
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＜目指す方向2：里山・平地林の整備＞
　景観の向上や生物多様性の保全を図り、魅力ある農山村を創生するため、手入れが行き
届かず荒廃した里山や平地林の整備を促進します。
＜取組の内容＞
①里山・平地林を適切に維持管理するため、繁茂してしまった竹やササの刈払い等を行う
地域の活動を支援します。
②市町村や地域住民、ボランティア団体が取り組む里山・平地林整備の担い手の育成を支
援します。
③里山・平地林の若返りを図るため、更新のための伐採を支援します。
④整備後の森林について、憩いの場やこどもの自然体験の場としての活用を促進します。

こどもの自然体験の様子
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　イ　地域資源を活用した所得と雇用機会の確保
＜目指す方向1：地域資源を活用した中山間地域農業・林業・木材産業の振興＞
　企業等との連携を促進することでビジネスチャンスを開拓し、中山間地域ならではの多
彩な資源や特性を生かした観光農業など、中山間地域農業の振興を図ります。また、広葉
樹を活用した特用林産物などの地域資源を生かした林業・木材産業の振興を図ります。
＜取組の内容＞
①企業等と連携し、地域に埋もれた資源を活用するなど、地域性を生かした付加価値の高
い商品の開発・販売の取組を支援します。
②ポータルサイトや各種イベント、企業の広報媒体などを活用し、中山間地域の農業・農
山村に関する情報を発信します。
③中山間地域等直接支払制度を活用し、傾斜地などの条件不利地の農用地を維持していく
ために、地域ぐるみで取り組む農業生産活動等を支援します。また、集落全体で取り組
むべき新たな生産技術や鳥獣害対策等の調査研究を行い、農業生産の維持・拡大による
中山間地域の活性化と農地の利用促進を支援します。
④広葉樹等を利用し、家具や食器、しいたけの原木、薪やチップなどをつくる森林産業を
支援します。
⑤森林資源の有効活用に取り組み、きのこ生産などの生産基盤体制や流通体制の整備を支
援します。

きのこの共進会
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放流の様子

＜目指す方向2：魚影の濃い川づくり＞
　魚を増やす取組と減らさない取組を一体的に行い魚類資源の回復を図るとともに、自然
環境の保全や漁場の適正な管理を行うことで、将来にわたり県民が河川漁業の恵みを享受
できるよう、魚影の濃い川づくりを進めます。
＜取組の内容＞
①陸上養殖による生産技術開発試験等、放流効果の高い増殖技術の開発と普及を図るとと
もに、産卵床造成や魚巣の設置などの増殖活動を促進します。
②巣落とし等によるカワウの駆除と刺し網捕獲等による特定外来生物の魚類の駆除を進
め、魚類資源の減少を防ぎます。
③漁協の活動を通して行う生態系の維持・保全活動、体験活動への支援や各種情報の提供
を行います。
④遊漁情報や釣りマナー情報など、生態系に配慮した漁場利用に関する情報の提供を関係
機関と連携して進めます。
⑤漁業協同組合連合会と連携し、漁協の活動を支援します。
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（2）県民の農林水産業及び農山村に対する理解の促進

　ア　都市と農山村との地域間交流の促進
＜目指す方向1：農山村地域への移住の促進＞
　本県の農山村に関心のある都市住民等に対する農ある暮らしの情報発信や農山村での交
流活動の開催等を通じて、関係人口を創出することにより、地域コミュニティの担い手の
増加や農林水産業との副業・兼業を含めた農山村での多様な生活の在り方の実現を図るた
め、農山村地域の移住促進による移住者の増加や二地域居住などの関係人口創出を支援し
ます。
＜取組の内容＞
①移住情報サイトなどを活用し、首都圏に位置する本県の農ある暮らしの魅力や、移住等
に関する情報を広く発信します。また、本県の移住相談窓口や市町村と連携し、農ある
暮らしに関心のある移住希望者を対象としたセミナーなどを開催し、農山村の移住促進
による移住者の増加や二地域居住などの関係人口創出を支援します。
②農山村体験ツアーや移住希望者と地域の支援者との交流会を開催するなど、農ある暮ら
しの体験の場を提供します。
③農山村地域に関心のある都市住民を応援する地域サポーター活動を拡大するなど、移住
者を受け入れるための体制整備を支援します。

＜目指す方向2：グリーン・ツーリズムの推進＞
　観光農園などの農業・農山村の魅力の発信等を通じて、地域の特色を生かしたグリーン
・ツーリズムの取組を支援します。

移住情報サイト
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＜取組の内容＞
①ウェブサイト等により、観光農園、体験交流施設、農産物直売所、宿泊施設等の情報を
広く発信します。また、県グリーン・ツーリズム推進協議会と協働して、農業・農山村
の魅力を発信します。
②市町村や企業等と連携し、市町村域を越えた広域連携による観光農園への集客や、森林
を観光資源として活用した取組などを促進
します。
③中山間地域の活性化に向け、地域の農業者
や農業関連団体との協働により、地域の特
産農産物や農業の取組や、多面的機能に関
する広域的な広報活動、観光農園のＰＲな
ど、情報発信を実施します。
④訪日外国人観光客等の増加を視野に、外国
人の受入れが可能となる観光農園等の情報
発信を支援します。

グリーン・ツーリズム埼玉

＜目指す方向3：都市と山村の連携による森づくり＞
　森林整備や木材の利用促進の財源となる森林環境譲与税が、都市部市町にも山側市町村
にも配分されていることを踏まえつつ、県内の都市部市町及びその住民について、本県の
森林・林業への理解を醸成し、都市と山村の連携による森づくりを促進します。
＜取組の内容＞
　上流域の山側市町村と下流域の都市部市町との連携協定などを促し、森林整備や木材利
用、地域間交流の取組を支援します。

都市部・山村部の連携協定による植樹イベント
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　イ　農林水産業に関する情報提供の推進及び学習機会の増大
＜目指す方向1：花と緑に囲まれた暮らしの推進＞
　花植木の多様な効用に係る県民の理解を深め、日常生活への花の定着を図るため、花植
木の魅力に係る周知・広報、花と緑に触れ合う機会の創出等を推進します。
＜取組の内容＞
①花植木展示会などを通じて、生活様式に合わせた花の楽しみ方を提案するとともに、暮
らしに潤いや安らぎを与える花植木の魅力を発信します。
②公共施設や商業施設などの地域における花飾りを促進します。

＜目指す方向2：学校ファームの充実＞
　次世代を担うこどもたちが、農業体験を通じて農業や環境などに対する理解を深めるた
め、関係機関と連携して資材提供や技術指導を行うなど、学校ファームの活動を促進しま
す。
＜取組の内容＞
①市町村に設置されている学校ファーム推進協議会との連携の下、学校ファームの取組状
況を把握し、必要な支援を行います。
②ＪＡグループさいたまと連携し、学校ファームに必要な資材や補助教材等を提供します。
③学校ファームを実施する学校の要望に応じて、営農技術の指導などの支援を行います。

さいたま花の祭典
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④「収穫物を活用した加工、調理実習」、「生き物の観察」、「収穫物の販売」、「市民祭りで
の出品」、「学校給食への活用」等、農業体験活動以外の活動事例を紹介するなど、学校
ファームにおける取組の充実を促進します。

学校ファーム

＜目指す方向3：農林公園、森林ふれあい施設等の利用促進＞
　多くの県民が楽しみながら農林業や森林などについて学ぶ機会を提供するため、体験学
習やイベントの充実を図るとともに広報を工夫し、農林公園や森林ふれあい施設等の利用
促進を図ります。
＜取組の内容＞
①施設が広く県民に利用されるよう、指定管理者やボランティア等との協働により、農林
業や森林の魅力を分かりやすく伝え、健康増進にも役立つ魅力ある体験学習やイベント
の充実を図ります。
②ウェブサイトや広報誌など様々
な広報媒体を活用したＰＲ活動
を強化します。
③来訪者が安全で安心して利用で
き、農林業や森林に親しむこと
ができるよう、施設の老朽化や
利便性の向上に配慮した整備を
計画的に行います。

森林ボランティアによる共同活動
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＜目指す方向4：市民農園での活動促進＞
　県民が農業に接する機会を確保するため、地域農業との調和を図りながら、多様な主体
による市民農園の整備を促進します。
＜取組の内容＞
①市町村等に対して、関連法令に基づく市民農園に関する制度を周知するとともに、市民
農園開設に係る手続を支援します。
②農業経営の一形態として開園し、農家の指導のもと農作業を体験できる農園利用方式に
よる市民農園の設置を支援します。
③集落介在農地や生産緑地などの担い手への集積が困難な農地については、地域での話合
い等を通じて市民農園などの利用を検討し、農地の有効利用を促進します。
④市民農園を容易に探せるよう、ウェブサイト等により県民に周知を図ります。

＜目指す方向5：森林環境教育及び木育の推進＞
　「第75回全国植樹祭」で発信した森林資源の活用や木材の利用拡大を図る「活樹」を推
進するとともに、森林が持つ多面的機能や、森林整備、木材利用の必要性等について理解
を深めるため、森林資源を生かした施設の充実や、森林インストラクター等の育成、森林
環境教育や木育の機会の創出を図ります。
＜取組の内容＞
①森林環境教育の場として効果的かつ効率的に機能が発揮されるよう、県内の森林ふれあ
い施設の機能集約・移管の検討を行いつつ、森林資源を生かした県内施設の適切な維持
運営を行います。

市民農園を探せるウェブサイト
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県民参加の森づくりの様子

②森林環境教育に対応できる森林インストラクターや、県産木材の理解を深めるための体
験プログラムを提案できる人材を育成します。
③民間団体や市町村と連携して森林環境教育や木育の推進体制を整備し、教育機関との連
携やイベントにより、次世代を担うこどもたちへの森林環境教育や木育の機会の創出を
図ります。

ウ　県民参加の森づくりの推進
＜目指す方向：県民参加の森づくりの推進＞
　健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を醸成し、県民参加によ
る森づくりを推進します。
＜取組の内容＞
①広く県民が森林の大切さを理解し、森林活動を体験する機会の充実を図ります。
②森林ボランティアの活動を希望する県民に対して、森林における安全作業を学習できる
機会の充実を図ります。
③森林ボランティア団体の活動に対する支援を進めます。
④社会貢献を目的として森づくりを希望する企業が、県内の森林において活動しやすくな
るよう、環境整備を図ります。
⑤将来にわたって森づくり活動が継続されるよう、意識の醸成を図ります。
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（3）都市農業の振興
＜目指す方向：都市農業の経営維持、多面的機能の発揮及び都市住民の理解の醸成＞
　地場産農産物の利用促進や都市農地の貸借促進等により農地を有効活用し、都市農業の
経営維持及び多面的機能の発揮を図るとともに、都市住民の理解の醸成を図ります。
＜取組の内容＞
①都市農業振興基本法に基づき市町村が定める地方計画の策定を促進します。
②意欲ある都市農業者の営農継続と農地の有効利用を図るため、都市農地の貸借制度の活
用を促進するとともに、特定生産緑地制度の活用について周知を図ります。
③消費地に近いという販売面での優位性を生かし、いちご栽培など付加価値の高い農産物
の生産により、収益性の高い持続可能な都市農業の振興を図ります。
④体験農園や防災協力農地の設置など、農地の維持・活用につながる多様な取組を促進し
ます。
⑤見沼田

たんぼ

圃について、その治水機能を保ちつつ、地域の主要作物である花・植木や野菜等
の産地づくりや新規作物の導入などの担い手支援のほか、観光農園及び市民農園の整備
を促進するとともに、田

たんぼ

圃景観の重要な構成要素としての斜面林の保全を含め、都市と
調和した特色ある農業の振興を図ります。
⑥農地と平地林が一体となった景観を残す三

さん

富
とめ

地域について、世界農業遺産として認定さ
れた伝統的な農法等を次代に引き継ぐ取組を支援するとともに、地域の農業者やＮＰＯ
等と連携し地域の特徴を生かした農業の振興を図ります。

世界農業遺産：武蔵野の落ち葉堆肥農法
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　農林水産業の生産活動等に由来する環境負荷を低減するとともに、カーボンニュートラ
ルに向けて、農林水産業に由来する温室効果ガスの排出削減、森林の温室効果ガスの吸収
・貯蔵機能の向上、農山村バイオマスの有効活用などの取組を促進します。
　また、農林水産業・農山村の多面的機能の発揮のため、地域の共同活動による水路や農
道などの維持管理・保全を図ります。
　さらに、森林の公益的機能の発揮のため、水源涵

かん

養機能を持続的に発揮できる森づくり
や、生物多様性の保全につながる取組を進めます。

【指標】
　環境負荷低減に取り組む農業経営体の割合
　　現状値　7％（令和5年度）　➡　目標値　10％（令和12年度）

　多面的機能を発揮する共同活動の実施面積割合（カバー率）
　　現状値　34.4％（令和6年度）

➡　目標値　38.6％（令和12年度）

（1）環境負荷低減の取組の促進と 
温室効果ガスの吸収・貯蔵機能の向上

＜目指す方向1：農業＞
　「埼玉県環境負荷低減事業活動促進基本計画」に基づき、農業における環境負荷低減の
取組の促進を図ります。また、環境に配慮した持続可能な農業への食品関連事業者や消費
者の理解を促進し、販路拡大を図ります。
　また、試験研究機関において、化学肥料・化学農薬の使用量削減や温室効果ガスの排出
量削減に関する栽培技術の研究を行い、その成果の普及を図ります。
　さらに、施設園芸における省エネルギー化の取組を推進し、環境負荷低減を図ります。
＜取組の内容＞
①環境に配慮した持続可能な農業への取組者に対し、国の環境保全型農業直接支払交付金
等の補助事業に関する情報提供等により支援します。また、有機ＪＡＳ認証制度や特別
栽培農産物認証制度等を活用した農産物の生産に係る支援や、環境負荷低減事業活動実
施計画策定の助言及び技術指導等を行います。
②地域内資源の循環を促進するため、家畜排せつ物や下水汚泥等の未利用資源を原料とし
た資材及び施用技術の普及を図ります。
③有機農業者の課題解決に向けた研修会や自主活動を支援します。また、環境負荷低減に
資する農業技術や販売方法等の情報提供を行います。

9 環境負荷低減の推進と多面的機能の発揮
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④環境負荷低減に取り組む農業者と流通業者との情報交換や、商談会への出展等を支援し、
実需者と農業者等のマッチングを促進します。また、食品関連事業者や消費者に対し、
イベント等の機会を通じて環境負荷低減を図る生産方式や特別栽培農産物認証制度等に
ついて理解促進を図ります。くわえて、特別栽培農産物利用店の指定等を通じて環境に
配慮した持続可能な農業により生産された農産物の販路を拡大します。
⑤農林水産試験研究機関において、環境変化に対応又は適応する生産技術の開発を強化す
るとともに、環境負荷を低減する持続可能な生産技術や地域内資源の活用に係る技術を
開発します。
⑥畜産における家畜排せつ物管理方法の変更や、秩父高原牧場を活用した牛の放牧の実施、
温室効果ガスの削減に資する飼料の活用など、畜産農家の実情に即した取組を推進しま
す。
⑦家畜排せつ物の適正処理の推進や化学肥料の使用低減に資する家畜排せつ物の利用拡大
に向けた畜産農家と耕種農家の連携による取組を促進します。
⑧ヒートポンプの導入による園芸用施設の暖房のハイブリッド化など、施設園芸における
省エネルギー化の取組を推進します。
　また、廃CO2の回収・利用技術などの新技術の実証を進めます。

＜目指す方向2：林業・水産業＞
　二酸化炭素を吸収し、炭素を貯蔵する機能を持続的に発揮させるため、森林を適正な状
態に維持するとともに、炭素を長期間貯蔵し続けることができる県産木材の利用を促進し
ます。これらの取組を通じて、地球温暖化防止に貢献します。
　また、養殖業の排水による汚濁負荷の低減に努めます。

アイガモ農法
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＜取組の内容＞
①間伐や伐採跡地の再造林、里山や平地林等の森林整備の促進を図り、健全で活力ある森
林を維持します。
②高齢林を伐採して再造林を行い、森の若返りを図ります。
③県産木材の利用促進を図るとともに、県民や企業等による森林整備や県産木材による二
酸化炭素の吸収量・貯蔵量の認証、環境への貢献度の「見える化」を図ります。
④国の森林吸収源対策に応じ、間伐等の適切な森林整備を促進します。
⑤森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量を市場価値化するＪ－クレジット制
度による収入機会の拡大を図り、森林の循環利用を後押しします。
⑥養殖業について、環境負荷低減活動の啓発を行うことで、排水による汚濁の低減に取り
組みます。

＜目指す方向3：農山村バイオマスの利活用の促進＞
　農山村等に豊富に存在する各種バイオマスが、堆肥や再生可能エネルギーとして、より
一層利活用される仕組みの構築を支援します。また、畜産農家と耕種農家の連携を推進す
るとともに、良質な堆肥の生産及び円滑な流通や家畜排せつ物の適正な利用を促進します。
＜取組の内容＞
①農山村バイオマスの相談窓口において、幅広い相談に対応します。また、農山村バイオ
マスに係る研修会を開催し、県民、農業者、関係事業者等を対象に情報提供を行います。
②堆肥等を活用した土づくりを通じて、化学肥料や化学農薬の使用低減など、環境に配慮
した取組を支援します。また、家畜排せつ物の堆肥化施設の整備や、散布機械の導入を
支援するとともに、良質な堆肥の生産のための技術支援を行います。
③畜産農家と耕種農家の連携による稲わら・麦わら等の飼料化や堆肥化等、地域の実情に
即した取組を促進します。

二酸化炭素の貯蔵量認証書
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④事業系食品残さについて、堆肥化等の利活用を促進するため、研修会の開催やイベント
での啓発活動を行います。
⑤農業集落排水施設の管理者や農業者等に対し、汚泥リサイクルの理解促進を図ります。
⑥木質ペレット・チップ等の製造及び木質バイオマスを活用したボイラー等の導入を支援
します。

イベントでの啓発活動

第Ⅳ章　取組の展開方向

108



（2）農業・農山村の多面的機能の発揮
＜目指す方向：農業・農山村の多面的機能の発揮＞
　日本型直接支払制度を活用した地域の共同活動による農道、農業用用排水路等の維持管
理・保全などを通じて、農業・農山村の多面的機能の向上・発揮を図ります。
＜取組の内容＞
①化学肥料や化学農薬の使用量の削減等の取組に対し、環境保全型農業直接支払交付金を
活用し、環境保全型農業の技術向上や理解促進に関する活動を支援します。
②中山間地域では、中山間地域等直接支払制度を活用し、傾斜地などの条件不利地の農用
地を維持していくために、地域が共同で行う草刈りや水路の整備などの農業生産活動等
を支援します。また、先進地事例やモデル地区の活動の紹介を通じて、地域の共同活動
が地域資源の適切な保全管理の推進に有効な手段であることをＰＲします。
③多面的機能支払交付金の活用により、地域住民の参加による農道や水路法面の草刈りや
軽微な補修、植栽や生態系保全活動等の共同活動を支援します。
④地域の共同取組活動が継続的に行われるための体制づくりを推進するため、複数の集落
協定間での活動の連携や統合、多様な組織等の参画に向けたネットワーク化活動計画の
策定を支援します。

地域の共同取組活動
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（3）森林の公益的機能の発揮
＜目指す方向1：水源涵

かん
養機能の発揮＞

　豊かな下層植生を維持し、雨水等による森林土壌の表面侵食や土砂流出を防ぐことによ
り、清らかな水を安定的に供給し、水源涵

かん

養機能を持続的に発揮できる森づくりを推進し
ます。
＜取組の内容＞
①間伐や枝打ちなどの適正な森林整備により、土壌の表面侵食や流出を防ぐ下層植生を豊
かにし、雨水の浸透・保水機能を持続的に発揮させます。
②スギやヒノキの人工林において、間伐作業と合わせて広葉樹を育成する針広混交林の造
成を推進します。
③人工林の伐採後の再造林を促進し、伐採跡地を早期に森林の状態に回復させます。
④水源涵

かん

養の機能を持つ保安林を管理するとともに、埼玉県水源地域保全条例を適切に運
用し、水源林を保全します。

＜目指す方向2：生物多様性の保全と快適な環境の形成＞
　生物多様性の確保のため、原生的な森林を保全するとともに、多様な生物が生息できる
環境に配慮した森林の整備・保全を推進します。また、快適な生活環境を形成・維持する
ため、都市及び近郊の森林を良好な状態に維持します。
＜取組の内容＞
①在来種の広葉樹を植栽するなど、樹種、林齢構成の異なるタイプの森林を配置する整備
を進め、多様な生物の生息・生育地を確保します。
②奥秩父の原生林をはじめ、重要な生態系を有する森林の保全を図ります。
③都市及び近郊に残された里山や平地林の整備を促進し、循環利用を図りつつ適切な状態
に維持することにより、多様な生態系確保や快適な環境を形成します。

水源涵養機能など多様な機能を持つ森林
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重要な生態系を有する森林 里山林
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